
種類別明細書（増加資産・全資産用）記入例

④ 取得年月
取得した年月を記載してください。

年号欄は昭和「３」、平成「４」、令和「５」と記載してくださ

い。
また、企業内異動の場合は、原始の取得年月を
記載してください。
（その場合、摘要欄に「令和○年○月○○工場より」
と記載してください。)

⑤ 取得価額

当該資産の取得価額を記載してください。
注：取得価額は運賃・手数料・据付費等を含む

また、法人税法又は所得税法による圧縮記帳を行った資産
については、これを行わなかったものとした取得価額を
記載してください。

⑥ 耐用年数
財務省の耐用年数省令による耐用年数を記載して
ください。 ただし、法人税法施行令第５７条第１項
又は所得税法施行令第130条第１項の規定により、
国税局長の承認を受けて、耐用年数の短縮を行って
いる場合は、その耐用年数を記載してください。

⑧ 増加事由
用紙下方の注意書きを参照のうえ、該当する番号を
○で囲んでください。

⑨ 摘要
課税標準の特例適用を申請する資産について
その旨を表示するなど評価額等の算定に必要な
参考事項を記載してください。

② 資産の名称等

資産の名称、規格等を記載してください。

① 資産の種類
各資産に対応するコードを記載してください。

構築物ー１ 機械及び装置ー２ 船舶ー３ 航空機ー４
車両及び運搬具ー５ 工具、器具及び備品ー６
※なお、資産の種類によって種類別明細書の用紙をかえる必要はありません。

⑩ 小計
「取得価額」欄にこの項の合計額を記載してください。

①
②

③ ④ ⑤ ⑦ ⑧

⑩

③ 数量
該当資産の数量を、単位を付けずに記載してください。

⑦ 課税標準の特例
特例対象資産である場合に、必ず記入してください。
記入のない場合、特例適用ができない場合があります。
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